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1．発想転換のための３つの視点

▶ 真ん中的視点・思考
・・・ 利害関係者の調整
・・・ 思考停止からの脱却
・・・ 真ん中思考解決には対話

（対話≠会話）

▶ コンセプト・ストーリーメーク（方程式）
・・・ 社会との価値の共有こそがリーダーシップ
・・・ ストーリー化とプロセス（経過）の説明責任
・・・ 思い付きの行動から一貫した取り組みへ

▶ 社会が求めるリーダー人材の育成
・・・ （経営）価値の共有によるリーダーシップ
・・・ （外部）外部との利害調整できる人材
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2．対話こそが唯一の解決策

ポイント1： 対話と会話は異なる
Conversation と Dialogue

対立する話、対立する多様な価値をぶつけあっての話し合い
対話力の一番大切は質問力

ポイント2： ポジティブフレーミング
私はこう考えるけどあなたはどう考えるのかと投げかけること
多様な価値を引き出すことが大事

ポイント3： 対話の前提
相手との信頼関係の構築が一番の前提
ビジョン・価値の共有こそが対話の前提

⇒ 交渉学のすすめ
1）2文法の罠、2）すぐに譲歩、3）心理バイアス からの脱却
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3．コンプライアンスの正しい理解のためには～社会的要請への適応

Complere…充足・満たす
（ラテン語）

Comply
（動詞）

Compliance…しなやかさ・柔軟性
（名詞）（組織との調和性）“遵守”

社
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要

＊「法令遵守は日本を滅ぼす」(新潮新書)
名城大学コンプライアンス研究センター 郷原教授）
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③法務からコンプラ
イアンスへ取り組
みの拡大

絶対的限界（安全管理）

コンプライアンスとは、変わり行く社会からの要請を常に捉えながら、
自らの業務の中に取り込んでいく日常的に継続して取り組むべき活動

乖
離

②

④センシティビティを
持てるか（具体化）

社会の急激な変化への適応
（常に変化）

► 社会からの期待や要請
の正確な把握と理解

► 法令化・文書化の限界
（タイムラグ・絶対的限界
（安全性等））

「Compliance＝法令遵守
と何故訳されたのか」

VS
失楽園
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4．コンプライアンスへの取り組みで期待されていることは

環境変化を社員に伝達し行動を抑制し、社員を守るシステム＝コンプライアンス

社会における 価値観の変化

組織としての責任が問われる

（個人責任から連帯責任へ）

1.意図を持った悪意による行為

2.麻薬中毒的取引

3.意図しない不注意

私的流用；犯罪（不正行為）

二度とやめられなくなる
（循環取引）

制度＋仕組み＋意識

厳罰

組織文化の見直し

環境の激変

資産横領・
粉飾決算

顧客データ流出
誤発注・事故

＜構造的な原因分析＞

（PC紛失、児童ポルノ所持）

社 員 の セ ン シ テ ィ ビ テ ィ を 高 め る た め に は ど う す る べ き か

現場の直視4.過去からの慣習に基づく行為

• データ改竄
• インサイダー取引
• 食品偽装
• 人事労務問題
• 個人情報漏洩
• 飲酒運転 etc.
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5．コンプライアンスを実践で役立たせるためには

生き物は常に変化にチャレンジしている。
沢山の実験を通して生み出そうとしている。

ルール ルーリング

判断 決断

VS

VS

遺伝子そのもの

生き物は常に変化にチャレンジしている。
沢山の実験を通して生み出そうとしている。

決める人が
リーダー

judgement Decision

rule
ruling

テクニック スキル

＜研修対象＞

知識を活用す
る訓練＝研修
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6．環境変化を組織に浸透させるためのサイクル～環境変化への適応と自分事化

1.環境変化の認識

2.他人事を自分事化

3.具体的な対応フェーズ
（解決策検討）

リベラルアーツ思考力

ﾚｱﾒﾀﾙ環境問題、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ、インド・・・
最近の不祥事にはどんなものが？

海遊館、ナッツリターン・・・・

自分達の足許に置き換えられるか
農業従事者、特別支援学校・・・

コンテンツを検討し行動に反映
ヨソモノの活用とバカモノの存在

ステークホルダーダイアログ
＜プロジェクトアウトする仕組み＞

3ステップを回し続けること
＝ 浸透させること
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7．再発防止のカギは～注意喚起から認知へ
1月2月3月 ・・・・・・ 12月 Total

部長 2 2 4 3 4 15

課長 2 3 4 15

係長 2 5 2 1 10

一般 1 1 1 8

6

注意喚起

認知

組織が抱える
前提となる恒久的課題

リーダーの育成

（気づきがポイント）
何故、守るべきかという
背景・主旨説明に80%以上。
細かなルールの解読は少しだけ。

研修を体系化する

研修内容を変える

研修方法を変える

意識を改革（責任者？）

リーダーとしての育成・自覚（宣誓チェックリスト等）

E-learning
マニュアル
各種情報発信

活用される

一方的な座学研修から、感性力
を高める研修へ。

Group Discussion
Why 研修 など

5

これまでは

意識調査の在り方
（何のために実施）

環
境
変
化
を
社
員
一
人
一
人
が
如
何
に

自
分
ご
と
化
で
き
る
か

一つの施策で意識が変わることはありません。
個別の施策を如何にプロデュースできるのか？
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ＶＩＳＩＯＮ（ビジョン）

【バックキャスティングアプローチ】
目指す持続可能な社会から現在を見つめ
そこへ至るためには今何をすべきかと考える

【フォアキャスティング】
過去のデータや実績に基づいて
物事を積み上げ、将来を予測する

8．人々を魅力的・行動的にするためには

フォアキャスティング バックキャスティング

具 体 的 な ビ ジ ョ ン （ 価 値 の 共 有 ） を 示 せ る か

コンテンツ・手段

コンテンツ・イベント

ＶＩＳＩＯＮ（ビジョン）
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9．コンプライアンスの本質的解釈について

1．形式的コンプライアンスは罪。

2．我々が準拠すべき「社会的要請」は、熟議を通じた
判断によってしか得られない。

3．コンプライアンス・日本流の精神は、「お天道様が
見ている」という語に象徴される。

4．不祥事には個人的違反と組織的違反とがある。

5．組織的違反は、組織内に「思考停止した小役人＝

アイヒマン的人物」が増殖した結果、組織が属人思
考に陥ることで生じやすくなる。警戒すべきはココ。

お伝えしたかったことは・・・



社会から信頼される組織へ
～コンプライアンスが組織文化を変える25 December 2015 P.11

お問い合わせ先

新日本有限責任監査法人

シニアパートナー 公認会計士・公認不正検査士

大久保 和孝 (okubo－kztk@shinnihon.or.jp)

〒100-0011
東京都千代田区内幸町2－2－3 日比谷国際ビル

Tel： 03-3503-1268  （秘書：高橋、伊藤）
Fax： 03-3503-1908

本資料の内容は担当者個人の見解に基づいており、新日本有限責任監査法人の見解を示すものではありません。

ご要望、お問い合わせ等は下記宛てにお願い致します。

CONFIDENTIAL
本文書には、新日本有限責任監査法人が著作権その他の権利を有する機密情報が含まれます。当法人の許可なく複製し、

利用すること、また漏洩することは「著作権法」、「不正競争防止法」等の関連法令により禁じられております。

本件以外の目的で使用する場合は、事前に弊法人までお問い合わせ下さい。
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